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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、経営の効率性、透明性を高めることにより、健全な企業体質を維持していくことが、企業の社会的責任であり、経営の最重要課題の一
つであると認識しております。また、株主から見た企業価値を最大化することを最優先し、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させることが何よ
り重要であると判断しております。

コーポレート・ガバナンスに関する基本方針

　（1）株主の権利・平等性の確保に努めます。

　（2）株主以外のステークホルダー（お客さま、取引先、債権者、地域社会、従業員等）との適切な協働に努めます。

　（3）適切な情報開示と透明性の確保に努めます。

　（4）透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を行うため、取締役会の役割・責務の適切な遂行に努めます。

　（5）株主との建設的な対話に努めます。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則1-2-4】

　当社は、自社の株主における海外投資家等に対して、議決権電子行使プラットフォームの利用及び招集通知の英訳による情報の開示・提供を
進めるべきとの認識はあるものの、当社が定める合理的な海外投資家比率（25％以上）に達していないため、原則を実施しておりません。

　なお、この範囲を超える場合には、その必要性について検証を行い、議決権電子行使プラットフォームの利用及び招集通知の英訳による情報開
示の実施を検討することとしております。

【補充原則3-1-2】

　当社は、自社の株主における海外投資家等に対して、英語での情報の開示・提供を進めるべきとの認識はあるものの、当社が定める合理的な
海外投資家比率（25％以上）に達していないため、原則を実施しておりません。

　なお、この範囲を超える場合には、その必要性について検証を行い、英語による情報開示の実施を検討することとしております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4】

上場株式の政策保有に関する方針

　上場株式の政策保有は、相手先企業との取引関係の維持・強化など、当該投資がもたらす当社事業への貢献度、経済的合理性等を総合的に
勘案し、当社の中長期的な企業価値向上に必要と判断した場合に、政策保有株式として保有することとしております。また、主要な政策保有株式
については、定期的に担当取締役が保有方針への適合を検証し代表取締役社長へ報告するほか、その保有の合理性に疑義が生じた場合は、保
有継続の可否について、取締役会に諮ることとしております。

政策保有株式に係る議決権行使基準

　議決権の行使は、投資先企業の経営方針、事業戦略を十分に尊重したうえで、当社の保有方針との整合に加え、発行会社の中長期的な企業
価値向上及び当社への影響等を総合的に勘案し、賛否を判断することとしております。そのため、定型的・短期的な基準で、画一的に賛否を判断
するのではなく、個別企業、各議案ごとに精査し、行使することとしております。

【原則1-7】

　当社は、当社事業に係る企業活動の際には法令及び当社が定めた行動規範を遵守することを徹底しており、当社と当社役員及び主要株主等
による関連当事者間の取引に係る情報を適切に把握・管理し、取引の重要性やその性質に応じて取締役会での報告・承認を要することとしており
ます。また、当該取引による当社及び株主共同の利益を脅かす可能性の有無について検証・確認を行い、必要に応じて関係部門に適切な指示・
措置を講じております。

【原則3-1】

　当社は、すべてのステークホルダーから正しい理解と信頼を得るために、経営方針、財務及び事業活動の状況などの企業情報を適時適切に開
示します。また、開示の方法については東京証券取引所の「TDnet」や自社ホームページ等をもって公表を行うこととし、意思決定の透明性・公正
性を確保した主体的な情報発信を行います。

【原則3-1（1）】

　当社は、間仕切の専門メーカーとして、ビルの高層化・建物の工期短縮という建設業界の要請に即して、受注から設計、製造、販売、施工、サー
ビスまでの「自社一貫システム」をもって、様々な新製品を社会に送り出し高い評価を得てまいりました。今後においても当社の専門分野である間
仕切関連製品を中心に、新製品の開発、サービスの向上を通じて、着実な業容の拡大と安定した収益を継続して上げることにより、株主・取引先・
社員との共存共栄を図って社会への一層の貢献を行うことを経営指針として活動してまいります。

　当社が目標としている経営指標は、売上高経常利益率10％以上及び総資産経常利益率10％以上であります。これらは事業効率向上と株主価
値の最大化を図るための資本効率の向上を目指したものであり、継続的に達成できる体質を目指しております。この目標達成のために具体的に



は、徹底した自動化、工数低減、効率の高い設備投資等により一人当たりの生産性を高めるとともに、創業時より採用している小分割独立採算制
度により、従業員一人ひとりが常に利益を意識した活動をしてまいりました。また、利益増とともに総資産の圧縮を目指し、借入金返済、支払手形
廃止、原材料、製品在庫等棚卸資産の圧縮等を実施してまいりました。

　今後も目標達成に向けて諸施策を実施し、業績および株主価値の向上を図ってまいります。

【原則3-1（2）】

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針は、本報告書の「1.1基本的な考え方」に記載のとおりです。

【原則3-1（3）】

　報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針につきましては、取締役（社外取締役を除く。）の報酬は年額報酬として基本報酬と業績報酬
で構成し、社外取締役の報酬は基本報酬のみとしております。基本報酬は、配当、従業員の給与・賞与水準、他社の動向及び過去の支給実績等
を総合的に勘案し、株主総会で決議された報酬限度額を上限として定めており、業績報酬は、役位や業績達成度等に応じて変動する業績連動型
の株式報酬制度を採用しております。なお、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬の決定につきましては、代表取締役、人事担当取締
役及び監査等委員である社外取締役との協議及び監査等委員会からの意見を受けて取締役会において決定し、監査等委員である取締役の報
酬は、監査等委員会において決定しております。

【原則3-1（4）】

　経営陣幹部の選任、取締役(監査等委員である取締役を除く。)候補の指名につきましては、的確かつ迅速な意思決定、適切なリスク管理、業務
執行の監視及び会社の各機能と各事業部門のバランス等を考慮し、総合的に判断しております。また、監査等委員である取締役候補の指名につ
きましては、財務・会計に関する知見、当社事業分野に関する知識及び企業経営に関する多様な視点等のバランスを確保し、総合的に判断して
おります。

　なお、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指名は、代表取締役、人事担当取締役及び監査等委員である取締役との協議、監査等委員
である取締役と新任候補者の面談及び監査等委員会からの意見を受けて取締役会において決定し、監査等委員である取締役の指名は、監査等
委員会の同意を受けて取締役会において決定しております。

【原則3-1（5）】

　経営陣幹部の選任、取締役候補の指名については、原則3-1（4）、原則4-11-1及び招集通知株主総会参考書類の取締役の選任議案における
「取締役候補者とした理由」に記載のとおりであります。

【補充原則4-1-1】

　当社は、会社法・その他法令や定款に規定された事項、株主総会の決議により委任された事項等、取締役会に付議すべき事項を取締役会規則
の「取締役会付議基準」に定めております。

【原則4-8】

　当社は、会社法に定めのある社外取締役の要件及び東京証券取引所が定める独立性基準に従い、取締役会にて定める要件を満たす独立社
外取締役を3名選任しております。当該取締役は、知識・能力、経験を存分に発揮できるよう各取締役と連携を密にとっており、独立役員の立場を
もって取締役会及び監査等委員会において発言を行っております。

【原則4-9】

　当社は、独立社外取締役の選任において、社外取締役の要件は会社法を基に、独立役員の要件は東京証券取引所の定める独立性基準を基
に、独立性判断基準を定めております。また、高い倫理観、企業経営に必要な知識・能力を有し、豊富な経験を備えた資質ある人物であることを
選任基準・要件に照らし、取締役会において意見・審議したうえで、監査等委員会の評価を受けております。

【補充原則4-11-1】

　当社の取締役会は、取締役(監査等委員である取締役を除く。)5名、監査等委員である取締役4名（うち社外取締役3名）で構成されており、機動
的な意思決定を行えるよう体制を整えております。また、取締役の選任に関しては、偏ることなく様々な分野に関する知識・経験を有すること、高い
倫理を有する人物であることなどを基準とした選任に関する方針に基づき、取締役会において候補者についての十分な検討・意見交換を行い、選
任しております。

【補充原則4-11-2】

　取締役(監査等委員である取締役を除く。)及び監査等委員である取締役(うち社外取締役3名)の選任及び兼務の状況につきましては、「株主総
会招集ご通知」の添付書類に記載のとおりであります。なお、社外役員の兼務の状況については担当取締役が適宜報告を受けるとともに、当社
の取締役の職務に時間・労力を振り向けることができる合理的な上場会社役員兼務数（3社以内）であることを確認しております。

【補充原則4-11-3】

　当社は、取締役会の実効性を高めるため、取締役全員に対し、第51期の取締役会に関するアンケートを実施いたしました。その結果、当社の取
締役会はその職務・責務に照らし、実効性をもって機能していると確認いたしました。なお、取締役会の実効性に係る分析・評価方法及び結果の
公表等の方法につきましては今後の課題として検討を進めております。

【補充原則4-14-2】

　当社は、取締役がその役割・責務を適切に果たすために必要なトレーニングを適宜実施します。

1．取締役に対し、法律（法改正含む）や内部統制、コーポレート・ガバナンスに関する研修・外部セミナーへの参加を推進しており、また外部機関
による社内講習会を実施しております。

2．新たに社外取締役に就任する時は、事業の状況や経営課題について情報を提供します。

3．このほか、役割及び責務についての理解を深めるための支援を適宜行います。

4．前三項の対応の是非は、取締役会の実効性評価を通じて確認を行います。

【原則5-1】

　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上のため、社長及び担当取締役が中心となり株主との建設的な対話を実施します。

1．株主・投資家との対話はIR担当部門が中心となり、建設的な対話を実現するべく社長及び担当取締役が統括を行います。

2．IR担当部門が必要に応じて関係部門との連携を取り、担当取締役に報告します。

3．報道機関、機関投資家、アナリスト向けには、適時・適切な方法をもって情報を公開し、その内容について説明を行います。個人投資家向けに
は、当社のホームページにて業績や事業内容、経営方針を掲載するなど、情報開示に努め、個別の問い合わせに対しても適宜ＩＲ担当部門が対
応します。

4．株主・投資家からの意見・対話内容は、必要に応じてIR担当部門を通じ、取締役会及び各会議体にフィードバックします。



5．株主・投資家との対話に際し、社内規定「内部情報管理およびインサイダー取引防止規定」の遵守を徹底し、社長及び担当取締役、IR担当部
門はインサイダー情報の管理を徹底します。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社加納アネシス 1,731,849 15.88

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,166,500 10.70

株式会社北國銀行 442,280 4.06

資産管理サービス信託銀行株式会社 299,800 2.75

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 286,000 2.62

有限会社マルヨ 193,000 1.77

小松ウオール工業従業員持株会 184,040 1.69

ＤＦＡ　ＩＮＴＬ　ＳＭＡＬＬ　ＣＡＰ　ＶＡＬＵＥ　ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ 159,198 1.46

明治安田生命保険相互会社 154,600 1.42

株式会社北陸銀行 141,600 1.30

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 その他製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

山口　徹 他の会社の出身者

宮前　悟 弁護士

松木　浩一 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

山口　徹 ○ ○ ―――

　山口徹氏は、長年にわたり株式会社共和工
業所の代表を務められるなど、経営者としての
豊富な経験と高い見識を当社経営体制の強化
に活かすことで、監査等委員である社外取締
役として中立・公正な目で企業経営を評価でき
ると判断しております。なお、同氏は株式会社
共和工業所取締役会長を兼務しております
が、当社との間には特別の利害関係がなく、一
般株主との利益相反が生じるおそれはないと
判断し、独立役員に指定しております。



宮前　悟 ○ ○ ―――

　宮前悟氏は、過去に直接会社経営に関与し
た経験はありませんが、弁護士としての豊富な
経験と高い見識を当社経営体制の強化に活か
していただくことにより、監査等委員である社外
取締役として職務を適切に遂行できるものと判
断しております。なお、同氏は弁護士法人米
澤・宮前法律事務所の業務執行者を兼務して
おりますが、当社との間には特別の利害関係
がなく、一般株主との利益相反が生じるおそれ
はないと判断し、独立役員に指定しておりま
す。

松木　浩一 ○ ○ ―――

　松木浩一氏は、過去に直接会社経営に関与
した経験はありませんが、公認会計士としての
豊富な経験と高い見識を当社経営体制の強化
に活かしていただくことにより、監査等委員であ
る社外取締役として職務を適切に遂行できるも
のと判断しております。なお、同氏は松木浩一
公認会計士・税理士事務所所長、株式会社マ
ツキ・アンド・カンパニー代表取締役社長および
株式会社アイ・オー・データ機器社外監査役を
兼務しておりますが、当社との間には特別の利
害関係がなく、一般株主との利益相反が生じる
おそれはないと判断し、独立役員に指定してお
ります。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 4 1 1 3 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

　監査等委員会の職務を補助し，その円滑な職務遂行を支援するための取締役及び使用人は選定しておりません。

　なお、内部統制システム構築に関する基本方針の「監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の監査等委員以外の
取締役からの独立性に関する事項および当該使用人に対する監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項」に定めるとおり、監査等委員
会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めたときは、監査等委員会の同意を得たうえで決定し、監査に必要な知識・能力を備えた人員を
配置し、監査等委員以外の取締役からの独立性を確保します。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査等委員会、会計監査人である有限責任監査法人トーマツ及び内部監査部門である内部監査室は、それぞれの年間計画、監査報告書の閲
覧や監査報告会等を通じて情報の交換を行い、相互の連携を高めております。

　4名の監査等委員（常勤1名、社外3名）と会計監査人である有限責任監査法人トーマツは、年数回の監査報告会等を通じて情報の交換を行い、
連携を図ります。 また、会計監査人には、四半期、期末に偏ることなく、期中においても適宜監査を受けており、当社の会計監査業務を執行する

公認会計士は陸田雅彦氏と高村藤貴氏であり、会計監査業務に係る補助者は公認会計士4名及びその他5名であります。

2018年3月期において有限責任監査法人トーマツに支払った監査報酬額は次のとおりであります。

公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬 22百万円上記以外の業務に基づく報酬 0百万円

（注）なお、公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬以外の報酬は、財務報告に係る内部統制に関する指導・助言業務に対するも
のであります。

内部監査部門である内部監査室（2名）は、監査等委員及び会計監査人と年数回の監査報告会等を通じて情報の交換を行い、相互の連携を図
り、組織の内部管理体制の適正性を総合的、客観的に評価し、フォローアップしております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】



独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

　当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

　なお、経営の健全性および透明性の向上を図るため、当社における社外役員の当社からの独立性に関する基準を定めており、当該基準のいず
れにも該当しないことが明確である場合には独立性を有するものと判断しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

　取締役 (監査等委員である取締役を含み、社外取締役を除きます。）および執行役員の報酬と、当社の業績および株式価値との連動性をより明

確にし、監査等委員である取締役以外の取締役および執行役員については、株価上昇によるメリットのみならず、株価下落のリスクまでも株主の
皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを、また、監査等委員である取締役については、当
社の経営の健全性と社会的信頼の確保を通じた当社に対する社会的評価の向上を動機付けることを目的としております。

　なお、当社の取締役等に対して、評価対象期間のその役位や業績達成度等に応じてポイントを付与し、当社株式が信託を通じて給付される業績
連動型の株式報酬制度です。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　報酬等の総額が1億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　直前事業年度（2018年3月期)における取締役及び監査役に対する報酬は、次のとおりです。

・取締役（監査等委員を除く。） 7名 153百万円 （うち社外取締役0名0百万円）

・取締役（監査等委員） 4名 21百万円（うち社外取締役3名4百万円）

　取締役(社外取締役を除く。)の報酬は年額報酬として基本報酬と業績報酬で構成し、社外取締役の報酬は基本報酬のみとしております。基本報
酬は、配当、従業員の給与・賞与水準、他社の動向及び過去の支給実績等を総合的に勘案し、株主総会で決議された報酬限度額を上限として定
めており、業績報酬は、役位や業績達成度等に応じて変動する業績連動型の株式報酬制度を採用しております。なお、取締役(監査等委員である
取締役を除く。)の報酬の決定につきましては、代表取締役、人事担当取締役及び監査等委員である社外取締役との協議及び監査等委員会から
の意見を受けて取締役会において決定し、監査等委員である取締役の報酬は、監査等委員会において決定しております。

(注)平成28年6月24日開催の定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、年額400百万円以内（ただし使
用人兼務取締役の使用人の給与は含まない。）、監査等委員である取締役の報酬限度額は、年額30百万円以内と決議されております。

【社外取締役のサポート体制】

　社外取締役を補佐する担当セクションや専任スタッフは設置しておりませんが、社外取締役が必要と判断し、会社に求めたときは補佐するスタッ
フを用意することにしております。なお、情報伝達体制については社外取締役を担当する部門を総務部とし、取締役会及び監査等委員会資料の
送付、重要案件の説明を行うなど、適宜、サポートを行います。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（１）現状の体制の概要

　当社は、平成28年6月24日開催の定時株主総会の決議に基づき、同日付をもって監査等委員会設置会社に移行しております。取締役会は取締



役(監査等委員である取締役を除く。)5名及び監査等委員である取締役4名(うち社外取締役3名)で構成されております。取締役会には、業務執行
に係る重要事項は全て付議され、業績の進捗に係る議論、対策等を検討しております。取締役会を補完する機能として、本社・工場部門での業績
検討会と営業部門でのブロック会議を毎月１回開催し、経営環境の変化に迅速な対応と意思決定ができる体制となっております。また、当社の執
行役員13名(うち取締役兼任5名)は代表取締役社長を除く全員が部門長及びこれに準ずる職務を兼務しており、創業以来の小分割独立採算制度
の中で、部門相互の牽制が行われ、各々が部門利益確保という業務執行責任を負っております。

（２）監査・監督

イ．内部監査

　内部監査室(2名)が対応しており、監査計画書に基づき、法令遵守、リスク管理、内部統制システムの運用状況等、業務全般にわたり監査を実
施し、独立した立場から、組織の内部管理体制の適正性を総合的、客観的に評価しております。

ロ．監査等委員会監査

　4名の監査等委員(うち常勤1名、社外3名)で行われており、取締役会に出席する他、常勤の監査等委員が中心となって各種委員会、会議にも積
極的に参加し、監査等委員以外の取締役の職務執行を十分に監視できる体制となっております。また、内部監査部門と連携を密にして、コンプラ
イアンスの状況を含め随時必要な監査を実施しております。

ハ．会計監査

　有限責任監査法人トーマツを会計監査人に選任しており、各四半期、期末に偏ることなく、期中においても適宜監査を受けております。当社の会
計監査業務を執行する公認会計士は陸田雅彦氏と高村藤貴氏であり、会計監査業務に係る補助者は公認会計士4名及びその他5名であります。

（３）機能強化に関する取組状況

　内部統制を統括するコンプライアンス・リスク管理委員会、内部監査部門である内部監査室、監査等委員及び会計監査人である有限責任監査
法人トーマツは、それぞれの年間計画、監査報告書の閲覧や監査報告会等を通じて情報の交換を行い、相互の連携を高めております。

（４）リスク管理体制の整備・運用状況

　業務執行、監督機能の強化を図るため、コンプライアンス・リスク管理委員会を設置しており、コンプライアンス体制の確立、浸透、定着及びリス
ク管理体制の整備と適切なリスク対応を図っております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、取締役会の監督機能の一層の強化とガバナンスの更なる充実を図るとともに、業務執行取締役への権限委譲による迅速な意思決定と
業務執行により、経営の公正性、透明性および効率性を高めることを目的として監査等委員会設置会社制度を採用しております。

　また、豊富な経験と高い見識を当社経営体制の強化に活かしていただくため、監査等委員である社外取締役を3名（うち独立役員3名）選任して
おります。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 　第51期定時株主総会招集通知は、法定期日の1営業日前に発送しております。

集中日を回避した株主総会の設定
　早期の情報開示と参加しやすい株主総会開催の考えから、集中日を避けた平成30年6
月26日（火）に開催しました。

その他
　招集通知の発送前（1営業日前）に、東京証券取引所への開示及び当社ホームページ
に招集通知を掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

IR資料のホームページ掲載

　決算資料（決算短信等）、有価証券報告書(四半期報告書)、事業報告書（中
間事業報告書）、プレスリリース（適時開示資料）、コーポレートガバナンスの状
況、株主総会資料（招集通知、決議通知）等を掲載しております。

（当社ホームページ https://www.komatsuwall.co.jp/）　

IRに関する部署（担当者）の設置
　ＩＲ担当部署を総務部内に設置し、ＩＲ担当役員及び事務連絡責任者は取締
役常務執行役員管理本部長が担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

実施していません。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

（1）基本的な考え方

（基本理念）

　われわれは常に一流を指向し、内に礼節、勤勉、誠実を心がけ、積極果敢に行動します。

　一．常に需要の動向を的確にとらえ、より良い製品、サービスを提供します。

　一．顧客に奉仕し、明るい職場環境をつくり、従業員の生活向上を図ります。

　一．限りない情熱と、たゆまぬ努力を重ね、企業の発展を期し社会のために尽します。

（行動指針）

　私たちの目指すところは、誠実かつ公正な経営を実現し、企業の社会的責任を果たしていくことです。私たちは次のとおり行動します。

　1．私たちは、顧客の満足を第一とし、常に最高の製品、サービスを提供していきます。

　2．私たちは、法令やルールを厳格に遵守し誠実かつ公正な企業活動を行います。

　3．私たちは、社員一人ひとりの人権と人格を尊重するとともに、働きやすい企業風土の実現に努めます。

　4．私たちは、ステークホルダーに対して、公正で適切な情報開示に努めます。

　5．私たちは、かけがえのない地球環境を守るため、環境保全の活動を通して社会に貢献します。

　6．私たちは、国際化時代にあって異なる文化的伝統や慣習を尊重します。

　7．私たちは、利益と倫理が相反する場合、迷わず倫理を選択します。

　8．私たちは、市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては毅然とした態度でのぞみます。

(2)整備状況

　整備状況については、平成18年5月の取締役会にて、内部統制システム構築に関する基本方針を決議しました。この基本方針に基き、内部統制
に関する体制、環境を整備、運用しております。

（内部統制システム構築に関する基本方針）

１．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　当社は、取締役および使用人が法令や定款に適合した行動ができるように「行動規範」を制定し、その徹底を図るため社長を委員長とする「コン
プライアンス・リスク管理委員会」を設置して、コンプライアンス体制の強化推進に努める。

また、コンプライアンスに関する相談や不正行為等の通報を受け付ける通報相談窓口を設ける。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　当社は、取締役の職務執行に係る情報については、法令や社内規程に基づき、文書または電子的媒体に記録し、適切に保存・管理する。

　取締役は、それらの情報をいつでも閲覧できるものとする。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、社長を委員長とする「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置し、リスク管理体制の強化推進に努め、当社を取り巻くリスクを特定し
たうえで適切なリスク対応を決定する。また、「コンプライアンス・リスク管理委員会」へリスク情報を集約し、職務執行への活用を図るとともに、緊
急事態が生じた場合の危機管理対応策を検討する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、取締役の職務権限、会議体の開催や付議基準等を明確化するとともに、意思決定の妥当性を高めるための体制を強化する。

　取締役会は原則月１回開催し、経営に関する重要事項について審議、議決および取締役の業務執行状況の監督等を行う。

５．監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の監査等委員以外の取締役からの独立性に関する事項および当該使
用人に対する監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項

　当社は、監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査に必要な知識・能力を備えた人員を配置する。当該使用人
は監査等委員会の指揮命令に従うものとし、監査等委員以外の取締役からの指揮は受けないものとする。

　また、当該使用人の人事については監査等委員会の同意を得たうえで決定し、監査等委員以外の取締役からの独立性を確保する。

６．監査等委員以外の取締役および使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制およびこれら
の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　当社の監査等委員以外の取締役および使用人は、職務の執行に関して重大な法令・定款違反、不正行為の事実および会社に著しい損害を及
ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、法令に従い、直ちに監査等委員会に報告するものとする。

　なお、当該報告をした者に対し、その報告を行ったことを理由とする不利な取扱いを禁止する。

７．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に
係る方針に関する事項

　当社は、監査等委員がその職務の執行について必要と判断した費用または債務の処理を求めたときは、監査等委員の職務執行に必要でない
と認められる場合を除き、速やかにその処理を行う。

８．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員は、取締役会の他、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書
その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて監査等委員以外の取締役または使用人にその説明を求めることができることとす
る。

　また、監査等委員会は、会計監査人から会計監査内容について説明を受けるとともに、内部監査部門と情報の交換に努め、連携して監査の実
効性を確保する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況



（反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方）

　当社は社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対しては、毅然とした態度で臨むものとし、関係排除に取組んでおります。

（反社会的勢力排除に向けた整備状況）

１．不当要求に関する対応統括部署は総務部とし、不当要求防止責任者を設置するとともに、事案により関係部署と協議し対応しております。

２．石川県企業防衛対策協議会、公益財団法人石川県暴力追放運動推進センター等の指導を受けるとともに、必要に応じて警察署、顧問弁護士
等と連携して、反社会的勢力に対する体制を整備しております。

３．反社会的勢力に関する情報を社内で収集し一元管理するとともに、当該情報を取引等の相手方が反社会的勢力であるかどうかの確認に利用
しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示体制の概要

１．決定・発生事実

　当社は監査等委員会制度採用会社であり、重要な事実の決定については定例または臨時の取締役会において意思決定を行っております。

　重要事実となる可能性がある事象が発生した場合には、当該部門長から情報取扱責任者である取締役管理本部長に報告され、当該事象が重
要事実であると確認した後、速やかに取締役会で情報の共有・確認が行われます。取締役会終了後、情報取扱責任者である取締役常務執行役
員管理本部長は、関係する役員とともに適時開示規則に定められた事項に該当するか否かについて判断し、開示が必要となる場合には速やか
に適時開示を行い、あわせて適時開示されたことを確認後、自社ホームページにおいても公表資料を掲載しております。

２．決算情報

　本決算ならびに四半期の決算情報については、取締役会において承認された後、当日中に情報取扱責任者である取締役常務執行役員管理本
部長により適時開示が行われ、開示の確認後、自社ホームページにおいても公表資料を掲載しております。


